
全国免税店協会　規約

2025年6月18日　改定

第1章 総則 第1条 名称 本会は、全国免税店協会（略称「全免協」）と称する。

第2条 事務所 本会は、事務所を東京都におく。

第3条 目的
本会は、消費税法第8条に規定する輸出物品販売場等における輸出免税等の特例の適切な取扱いを通して、税務、税制等の公正

に寄与し、行政当局が行う施策に協力することをもって目的とする。

第4条 事業内容

本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

　（1）　関係法令、通達等の周知徹底

　（2）　行政施策の実施に関する協力

　（3）　制度、手続等の改善に関する意見具申

　（4）　関係諸機関、諸団体等との連絡協調

　（5）　その他本会の目的を達成するため必要な事業

第5条 事業年度 本会の事業年度は毎年4月1日から翌年3月31日までとする。

第2章 会員
第6条 会員

本会の会員は、輸出物品販売場及び外国公館等に対する消費税免除指定店舗並びにこれらに関連する事業を行う者で、　　本会

の目的や事業内容に賛同した者とする。

第7条 賛助会員
第6条の会員に加え、本会の事業の円滑化を目指すことを前提として、本会と各種団体との相互的な入会を行うことを　　認

め、これら団体を賛助会員と位置付ける。

第8条 入会 入会にあたっては、本会所定の様式による申し込みを行い、理事会の承認を得るものとする。

第9条 会費
会員は別途定める所定の会費を支払うものとする。尚、会費の改定については理事会にて承認後、総会にて承認される　ものと

する。

第10条 退会 会員は退会するにあたって所定の退会届を理事会宛に提出するものとする。

第11条 除名

会員が以下に掲げる等の行為を行った場合、理事会の決議により除名することができる。

　（1）　本会の名誉を毀損する行為

　（2）　本会の目的に反する行為

　（3）　会員としての義務に違反数する行為

　（4）　その他除名に値する行為、等。

第3章 総会 第12条 構成 総会は全ての会員をもって構成する。

第13条 権限

総会においては以下の事項について決議する。

　（1）　理事及び監事の選任又は解任

　（2）　事業計画及び収支予算

　（3）　事業報告及び収支決算

　（4）　会員規約の変更

　（5）　その他総会にて決議するべきと理事会にて合意された事項

第14条 開催

総会は定時総会及び臨時総会とし、定時総会は毎事業年度の終了後3か月以内に開催し、臨時総会は必要に応じて開催　　す

る。臨時総会は、理事会が必要と認めたとき、または、会員の３分の1以上から請求があったときは、会長は、1月以内にこれ

を招集しなければならない。

第15条 招集 総会は理事会の決議に基づき会長が招集する。

第16条 議長 総会の議長については本会の会長がこれに当たる。

第17条 決議

総会は会員の過半数の出席（委任状を含む）をもって成立し、出席者の過半数をもって決議を行う。可否同数の場合は　議長が

これを決する。

２ 総会に出席できない会員は、あらかじめ通知された事項について、書面若しくは電磁的方法により議決し又は議決権の行使

を委任することができる。

３ 前項の規定により議決権を行使した会員は、総会に出席したものとみなす。

４ 総会の議事については、事務局が議事録を作成する。

５ 作成した議事録は書面若しくは電磁的方法により議長及び出席理事にて確認を行う。

第4章 役員

第18条 役員

本会に次の役員を置く。

　会長　　　　　　　 1名

　副会長　　　　　 　5名以内

　理事　　　　　　　 20名以内

　監事　　　　　　　 2名

第19条 役員の選任 理事及び監事は総会において選任する。会長及び副会長は理事のうちから互選することとする。

第20条 会長の職務 会長は、本会を代表し、会務を統括する。

第21条 副会長の職務 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、会長もしくは副会長協議のうえ、その1名が会長の職務を代行する。

第22条 理事の職務 理事は、理事会を通じて本会の運営に参画し、会務を執行する。

第23条 役付き理事
本会に専務理事及び常務理事等の役付き理事をおくことができる。専務理事及び常務理事等の役付き理事は理事会の決議を経て

会長がこれを委嘱あるいは解任するものとする。

第24条 役付き理事の職務 専務理事及び常務理事等の役付き理事は、会長及び副会長を補佐して会務の処理にあたる。

第25条 監事の職務 監事は、経理に関する事務を監査する。

第26条 役員の任期
役員の任期は選出された定時総会から1年とし、再任を妨げない。補欠または増員のため事業年度中に選任された役員の任期

は、本規定にかかわらず、その任期の残余期間とする。

第27条 役員の解任 理事及び監事は総会の決議によって解任することができる。

第28条 顧問・相談役
本会に顧問及び相談役をおくことができる。顧問及び相談役は理事会の決議を経て会長がこれを委嘱あるいは解任する　ものと

する。

第5章 理事会 第29条 構成 理事会は、会長・副会長・理事をもって構成する。また、理事会には監事も出席して意見を述べることができる。

第30条 権限

理事会においては以下の事項について協議の上決議する。

　（1）　会長・副会長の互選又は解任

　（2）　本会の業務執行内容

　（3）　理事の職務の執行の監督

　（4）　総会の開催

　（5）　総会に諮る事項

　（6）　会員の除名

　（7）　その他理事会にて決議するべき事項

第31条 招集

理事会は、会長が必要と認めたときは随時これを招集する。会議の招集は、会日の２０日前までに会議の目的たる事項、日時及

び場所を記載した書面をもって、会議の構成員に通知しなければならない。ただし、緊急を要する場合には、便宜な方法による

ことを妨げない。

第32条 議長 理事会の議長については会長の指名した副会長がこれに当たる。1/2



第33条 決議

理事会は理事の過半数の出席（委任状を含む）をもって成立し、出席者の過半数をもって決議を行う。可否同数の場合は議長が

これを決する。

２ 理事会の議事については、事務局が議事録を作成する。

３ 作成した議事録は書面若しくは電磁的方法により出席理事にて確認を行う。

第6章 その他 第34条 経費の支弁 本会の経費は、資産をもって支弁する。

第35条 資産

本会の資産は、次の各号をもって構成する。

　（1）　会費

　（2）　寄付金品

　（3）　資産から生ずる収入

　（4）　事業に伴う収入

　（5）　その他

第36条 事業計画および収支予算

本会の事業計画書及び収支予算書は、事務局が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も　同様と

する。

２ 前項の書類は定時総会で報告するものとし、当該事業年度が終了するまでの間、主たる事務所に備え置くものとする。

第37条 事業報告及び決算

本会の事業報告及び決算書類は、毎事業年度終了後、事務局が作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の決議を経て、定時総

会において承認を受けなければならない。

２ 前項の書類を事務局に５年間備え置くものとする。

第38条 規約の改定 本会の会員規約の変更については、理事会での承認後、総会にて決議するものとする。

第39条 解散 本会は、総会の決議により解散する。

第40条 残余財産の処分 本会が清算する場合において有する残余財産は、国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。

第41条 事務局
本会の事務を処理するために事務局を設ける。

２ 事務局には、理事会が選任する事務局長及び所要の職員を置く。

第42条 情報公開及び個人情報の保護
本会は、公正で開かれた活動を推進するため、その活動状況、運営内容、財務資料等を積極的に公開するものとする。

２ 本会は、業務上知り得た個人情報の保護に万全を期すものとする。
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